
 

⼤阪府 環境農林⽔産部「週休 2⽇⼯事」実施要領 

（⽬的） 
第１条 令和元年６⽉ 14⽇に公布・施⾏された「公共⼯事の品質確保に関する法律の⼀部を改正す
る法律」により、発注者の責務として「働き⽅改⾰への対応」が規定された。また、平成 31年４
⽉１⽇（中⼩企業は令和２年４⽉１⽇）に改正・施⾏された労働基準法により、時間外労働の上限
規制が規定され、令和６年４⽉１⽇から建設事業においても災害の復旧・復興の事業を除き、全
て適⽤された。 
こうした状況を受け、令和２年 3 ⽉に「環境農林⽔産部４週８休⼯事の労務費等補正に関する
実施要領」を策定し、４週８休⼯事の取組を拡⼤してきた。また、通期の４週８休が定着したこと
を踏まえ、令和６年に「⼤阪府環境農林⽔産部『週休２⽇⼯事』実施要領」及び「環境農林⽔産部
週休２⽇⼯事の労務費等補正等に関する実施要領」（⼟地改良⼯事関連）において、⽉単位の４週
８休及び完全週休２⽇（⼟⽇）に取り組んでいるところである。 
⼀⽅で、建設業界においては、他産業と遜⾊ない建設業の働き⽅の実現に向けて、多様な働き
⽅を⽀援する取り組みが求められているところである。 
本要領は、⼤阪府環境農林⽔産部の建設⼯事における週休２⽇⼯事の実施について必要な事項
を定めるものである。 

 
（⽤語の定義） 
第２条 本要領における⽤語は次のとおり定義する。 
（１）週休２⽇⼯事 

 ① 完全週休２⽇（⼟⽇） 
    対象期間の全ての週において、現場閉所を⼟⽇に指定し、１週間に２⽇以上の現場閉所を

⾏ったと認められる状態をいう。なお、⼟⽇に加えて、⼟⽇以外にも現場閉所することは可
能とする。 

  ② ⽉単位の週休２⽇ 
    対象期間において、全ての⽉で４週８休以上の現場閉所を⾏ったと認められる状態をいう。 
  ③ 通期の週休２⽇ 
    対象期間において、４週８休以上の現場閉所を⾏ったと認められる状態をいう。 
 
（２）現場閉所 

巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を⾏う場合を除き、現場事務所での事
務作業を含めて１⽇を通して現場や現場事務所が閉所された状態をいう。 

 
（３）現場閉所率 
   対象期間の⽇数に対して、現場閉所を⾏った⽇数の割合をいう。 
 
（４）週休２⽇交替制⼯事 
① 完全週休２⽇交替制 



対象期間の全ての週において、技術者及び技能労働者が交替しながら１週間に２⽇以上の
休⽇を確保する取組をいう。 

② ⽉単位の週休２⽇交替制 
対象期間の全ての⽉において、技術者及び技能労働者が交替しながら４週８休以上の休⽇
を確保する取組をいう。 

③ 通期の週休２⽇交替制 
対象期間において、技術者及び技能労働者が交替しながら４週８休以上の休⽇を確保する
取組をいう。 

 
（５）休⽇率 
   対象期間の⽇数に対して、現場に従事した技術者及び技能労働者の休⽇数の割合をいう。 
 
（６）対象期間 

契約⽇（余裕期間制度活⽤⼯事については、「⼯期の始期⽇」とする。）から⼯事完成⽇までの
期間をいう。なお、準備期間、後⽚付け期間、年末年始休暇６⽇間、夏季休暇３⽇間、⼯場製作
のみを実施している期間、⼯事全体を⼀時中⽌している期間のほか、発注者があらかじめ対象
外としている内容に該当する期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間等は含
まない。 

 

 
 
   対象期間の扱いについては、以下の通りとする。 

① 準備期間 
契約⽇から現場着⼿⽇までの期間とし、現場事務所等の設置、測量はこの期間に含むもの
とする。 

② 後⽚付け期間 
    現場完成⽇から⼯事完成⽇までの期間とする。 

③ 夏季休暇 
受注者が夏季休暇を取得するため現場を閉所する期間とし、連続した３⽇間とする。 
なお、受注者の計画的な休暇取得のため、受発注者が合意のうえ夏季休暇期間を変更する
ことができる。また、夏季休暇期間に⼟⽇が含まれる場合、対象期間から除外するものとす
る。 

④ 年末年始休暇 
官公庁閉庁期間である 12⽉ 29⽇から１⽉３⽇までの６⽇間とする。 
なお、受注者の計画的な休暇取得のため、受発注者が合意のうえ年末年始休暇期間を変更
することができる。また、年末年始期間に⼟⽇が含まれる場合、対象期間から除外するもの



とする。 
  ⑤ 発注者が対象外とする作業を実施する期間 

施⼯条件や地元条件、災害対応等、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間と
する。 

 
（対象⼯事） 
第３条 次の⼯事を対象に、週休２⽇⼯事（発注者指定⽅式）として発注することを原則とする。た
だし、次項のいずれかに該当する⼯事は除く。 

  ① 「⼟地改良⼯事積算基準（⼟⽊）」の諸経費を適⽤する⼯事 
② 「⼟地改良⼯事積算基準（施設機械）の内、施設機械設備据付⼯事・鋼橋製作架設⼯事・電
気通信設備製作据付⼯事」の諸経費を適⽤する⼯事 

③ 「森林整備保全事業設計積算要領」の諸経費を適⽤する⼯事 
④ 「⾃然公園事業」において実施する⼯事 
⑤ その他、環境農林⽔産総務課と協議した⼯事 

 
２ 以下のいずれかに該当する⼯事は除く。 
① 著しく施⼯期間が短い⼯事（不稼働⽇を除く実稼働⽇数が５⽇未満の⼯事） 
② 単価契約⼯事⼜は緊急の応急復旧⼯事 
③ 災害復旧⼯事⼜は復興事業にかかる⼯事 
④ 供⽤開始⽇が定められ、完成期⽇が指定される⼯事（社会的要請や現場条件の制約により
現場閉所を⾏うことが困難となる⼯事も含む） 

  ⑤ 計画的な週休２⽇の取組みについて受注者との協議を必要とする⼯事 
 
３ 前項において、週休２⽇⼯事（発注者指定⽅式）の対象外としている③、④の⼯事については、
週休２⽇交替制⼯事（発注者指定⽅式）として発注することができる。 

 
４ 第２項及び前項の適⽤が困難な⼯事について、発注者の判断により週休２⽇⼯事（受注者希望
⽅式）として発注することができる。 

 
５ ⼤阪府公共建築⼯事積算基準を適⽤する⼯事（建築⼯事、建築設備⼯事）においては、⼤阪府都
市整備部住宅建築局公共建築室の「週休２⽇促進⼯事実施要領」により取り組むものとする。 

 
（発注⽅式） 
第４条 発注⽅式は以下の通りとする。 
（１）週休２⽇⼯事（発注者指定⽅式） 

受注者が、完全週休２⽇（⼟⽇）⼜は⽉単位の週休２⽇の取り組みについて、⼯事着⼿前に選
択をし、選択結果について発注者と協議する⽅式（通期の週休２⽇は必須） 

 
（２）週休２⽇交替制⼯事（発注者指定⽅式） 
   受注者が、完全週休２⽇交替制⼜は⽉単位の週休２⽇交替制の取り組みについて、⼯事着⼿
前に選択をし、選択結果について発注者と協議する⽅式（通期の週休２⽇交替制は必須） 



 
（３）週休２⽇⼯事（受注者希望⽅式） 
   受注者が、⽉単位の週休２⽇、通期の週休２⽇、⽉単位の週休２⽇交替制、通期の週休２⽇交
替制のいずれかの取り組みを希望する場合、⼯事着⼿前に選択をし、選択結果について発注者
と協議する⽅式 

  
（実施形式の決定等） 
第５条 実施形式の決定等は以下の通りとする。 
（１）週休２⽇⼯事（発注者指定⽅式） 
   受注者は、完全週休２⽇（⼟⽇）⼜は⽉単位の週休２⽇のいずれかを選択のうえ、落札候補者
の提出書類提出時に合わせて「週休２⽇⼯事」取組形式確認書（様式１号）を提出するものと
し、契約後、受発注者間で協議を⾏い、実施形式を決定するものとする。 
なお、実施形式決定後、形式の変更を⾏うことはできない。 

 
（２）週休２⽇交替制⼯事（発注者指定⽅式） 

受注者は、完全週休２⽇交替制⼜は⽉単位の週休２⽇交替制のいずれかを選択のうえ、落札
候補者の提出書類提出時に合わせて「週休２⽇交替制⼯事」取組形式確認書（様式２号）を提出
するものとし、契約後、受発注者間で協議を⾏い、実施形式を決定するものとする。 
なお、実施形式決定後、形式の変更を⾏うことはできない。 

 
（３）週休２⽇⼯事（受注者希望⽅式） 

受注者は、⽉単位の週休２⽇、通期の週休２⽇、⽉単位の週休２⽇交替制、通期の週休２⽇交
替制のいずれかを希望する場合、現場着⼿⽇までに週休２⽇⼯事実施希望確認書（様式３号）
を提出し、受発注者間で協議を⾏い、協議が整った場合に限り取り組むことができる。 
なお、実施形式決定後、形式の変更を⾏うことはできない。 
また、受注者が、週休２⽇⼯事の取組を希望しない場合においても、週休２⽇⼯事実施希望
確認書を提出するものとする。 

 
（休⼯計画表の提出） 
第６条 前条（１）⼜は（３）により「完全週休２⽇（⼟⽇）」、「⽉単位の週休２⽇」、「通期の週休
２⽇」のいずれかを実施形式として決定した⼯事については、受注者は、「週休２⽇⼯事」休⼯計
画（実施）表（様式４号）を作成し、当初の施⼯計画書と併せて提出するものとする。 

 
（⼯事看板の設置） 
第７条 週休２⽇⼯事⼜は週休２⽇交替制⼯事の場合、受注者はその旨を⽰す「取り組み看板」を
⼯事現場に設置すること。 

 
（振替休⼯の扱い） 
第８条 第５条（１）⼜は（３）により週休２⽇⼯事の実施形式を決定した⼯事において、施⼯条件
や地元条件等、受注者の責によらず⼟⽇に施⼯を⾏わざるを得ない場合は、受発注者間で事前に
協議した上で、⼟⽇に代わる現場閉所⽇（休⼯⽇）を指定するものとする。 



なお、週休２⽇⼯事における振替休⼯の扱いは以下の通りとする。 
① 完全週休２⽇（⼟⽇） 
・同⼀週内の⽉曜⽇から⾦曜⽇に限り、⼟⽇に代わる現場閉所⽇（休⼯⽇）を指定するものと
する。なお、１週間の定義は「⽉曜⽇から⽇曜⽇まで」を基本とし、振替休⼯を指定する週
においては、１週間に２⽇以上の現場閉所を⾏うものとする。 
・振替休⼯の使⽤回数は、同⼀⽉内に２回を限度とし、⽉当たりの⽇数が 15⽇未満の⽉につ
いては同⼀⽉内１回を限度とする。 
・悪天候による振替休⼯はできないものとする。 

 
② ⽉単位の週休２⽇ 

   ・同⼀⽉内の⽉曜⽇から⾦曜⽇に限り、⼟⽇に代わる現場閉所⽇（休⼯⽇）を指定するものと
する。なお、振替休⼯を指定する⽉については、４週８休の現場閉所を⾏うものとする。 
・同⼀⽉内における振替休⼯の使⽤回数に制限はない。 
・悪天候による振替休⼯はできるものとする。 

 
③ 通期の週休２⽇ 

   ・対象期間内の⽉曜⽇から⾦曜⽇に限り、⼟⽇に代わる現場閉所⽇（休⼯⽇）を指定するもの
とする。なお、振替休⼯を指定する場合、対象期間において４週８休の現場閉所を⾏うも
のとする。 
・対象期間における振替休⼯の使⽤回数に制限はない。 
・悪天候による振替休⼯はできるものとする。 

 
（夜間⼯事の扱い） 
第９条 夜間⼯事で曜⽇を跨ぐ場合、夜間⼯事開始の曜⽇を作業⽇（現場稼働⽇）とするものとす
る。 

 
（確認⽅法） 
第 10条 第５条（１）⼜は（３）により週休２⽇⼯事の実施形式を決定した⼯事において、受注者
は、毎⽉５⽇までに「週休２⽇⼯事」休⼯計画（実施）表（様式４号）及び「週休２⽇⼯事」休⼯
状況報告書（様式５号）を提出し、監督職員はこれを確認するものとする。 
このとき、週休２⽇の取組が⼗分でない場合は、受発注者双⽅において要因を分析し、改善に
取り組むものとする。 

 
２ 第５条（２）⼜は（３）により週休２⽇交替制⼯事の実施形式を決定した⼯事において、受注者
は、毎⽉５⽇までに「週休２⽇交替制⼯事」休⽇取得実績表（様式６号）、「週休２⽇交替制⼯事」
休⽇率算定・達成判定表（様式７号）及び「週休２⽇交替制⼯事」休⽇取得報告書（様式８号）を
提出し、監督職員はこれを確認するものとする。 
このとき、週休２⽇交替制の取組が⼗分でない場合は、受発注者双⽅において要因を分析し、
改善に取り組むものとする。 

 
 



（週休２⽇⼯事等の達成判断） 
第 11条 週休２⽇⼯事の達成判断は以下の通りとする。 
なお、降⾬、降雪等による予定外の現場閉所⽇についても、現場閉所⽇数に含めるものとする。 
① 完全週休２⽇（⼟⽇） 
対象期間内の全ての週において、⼟⽇に現場閉所されている状態をいう。ただし、受注者の
責によらず⼟⽇に施⼯を⾏わざるを得ない場合は、事前に協議した上で、⼟⽇に代わる現場閉
所⽇を指定するものとする。 

 
② ⽉単位の週休２⽇ 

   対象期間内の全ての⽉において、現場閉所率が 28.5％（８⽇／28⽇）以上の⽔準の状態をい
う。ただし、暦上の⼟⽇の現場閉所では 28.5％に満たない⽉は、その⽉の⼟⽇の合計⽇数以上
に現場閉所を⾏っている場合に、４週８休以上を達成しているものとみなす。 

 
③ 通期の週休２⽇ 

   対象期間内の現場閉所率が 28.5％（８⽇／２８⽇）以上の⽔準の状態をいう。 
 
２ 週休２⽇交替制⼯事の達成判断は以下の通りとする。 
 ① 完全週休２⽇交替制 

対象期間内の全ての週において、現場に従事した技術者及び技能労働者の休⽇率が、28.5%
（２⽇/７⽇）以上の⽔準の状態をいう。 

 
② ⽉単位の週休２⽇交替制 
対象期間内の全ての⽉において、現場に従事した技術者及び技能労働者の休⽇率が、28.5%
（８⽇/28⽇）以上の⽔準の状態をいう。 

 
③ 通期の週休２⽇交替制 
対象期間内に現場に従事した技術者及び技能労働者の休⽇率が、28.5%（８⽇/28⽇）以上の
⽔準の状態をいう。 

 
（積算⽅法） 
第 12 条 第３条第１項①②の⼯事で発注者指定⽅式による積算⽅法については、以下の通りとす
る。 
（１）週休２⽇⼯事（発注者指定⽅式） 
   対象期間中の現場の閉所状況に応じて、別表１-1、別表２及び別表３のとおり、それぞれの
経費に補正係数を乗じるものとする。 
① ⼯事発注時（契約前） 
⽉単位の週休 2 ⽇を達成した場合の補正係数を、各経費に乗じたうえで予定価格を作成す
るものとする。 
② 現場着⼿前 
完全週休 2⽇（⼟⽇）の取組を希望するものは完全週休 2⽇（⼟⽇）の補正係数に変更す
ることができる。（任意で対応） 



③ 達成状況確認後 
 イ 完全週休 2⽇（⼟⽇）を選択した⼯事 

完全週休２⽇（⼟⽇）が未達成のものは、現場閉所の達成状況に応じて、⽉単位の週休 2
⽇の補正係数に変更、もしくは完全週休 2 ⽇（⼟⽇）の補正係数を除した変更を⾏うもの
とする。なお、上記②による変更を⾏っていない場合、完全週休２⽇（⼟⽇）を達成したも
のは完全週休２⽇（⼟⽇）の補正係数に変更することができる。 

 ロ ⽉単位の週休 2⽇を選択した⼯事 
⽉単位の週休２⽇が未達成のものは⽉単位の週休２⽇の補正係数を除した変更を⾏うも
のとする。 

（２）週休２⽇交替制⼯事（発注者指定⽅式） 
対象期間内に現場に従事した技術者及び技能労働者の休⽇率に応じて、別表１-1、別表２
及び別表３のとおり、それぞれの経費に補正係数を乗じるものとする。 
① ⼯事発注時（契約前） 
⽉単位の週休 2 ⽇交替制を達成した場合の補正係数を、各経費に乗じたうえで予定価格を
作成するものとする。 
② 現場着⼿前 
完全週休 2⽇交替制の取組を希望するものは完全週休 2⽇交替制の補正係数に変更するこ
とができる。（任意で対応） 
③ 達成状況確認後 

   イ 完全週休 2⽇交替制を選択した⼯事 
完全週休２⽇交替制が未達成のものは、現場閉所の達成状況に応じて、⽉単位の週休 2
⽇交替制の補正係数に変更、もしくは完全週休 2 ⽇交替制の補正係数を除した変更を⾏う
ものとする。なお、上記②による変更を⾏っていない場合、完全週休２⽇交替制を達成し
たものは完全週休２⽇交替制の補正係数に変更することができる。 

   ロ ⽉単位の週休 2⽇交替制を選択した⼯事 
⽉単位の週休２⽇交替制が未達成のものは⽉単位の週休２⽇交替制の補正係数を除した
変更を⾏うものとする。 

２ 第３条第 1項③④の⼯事で発注者指定⽅式による積算⽅法については以下の通りとする。 
 （１）週休２⽇⼯事（発注者指定⽅式） 
    対象期間中の現場の閉所状況に応じて、別表１-２、別表２及び別表３のとおり、それぞれ

の経費に補正係数を乗じるものとする。 
① ⼯事発注時（契約前） 
完全週休２⽇（⼟⽇）を達成した場合の補正係数を、各経費に乗じたうえで予定価格を作
成するものとする。 
② 現場着⼿前 
完全週休２⽇（⼟⽇）の取組を希望しないものは、⽉単位の週休２⽇の補正係数に変更す
ることができる。（任意で対応） 
③ 達成状況確認後 

   イ 完全週休 2⽇（⼟⽇）を選択した⼯事 
完全週休２⽇（⼟⽇）が未達成のものは、現場閉所の達成状況に応じて、⽉単位の週休 2
⽇の補正係数に変更、もしくは完全週休 2 ⽇（⼟⽇）の補正係数を除した変更を⾏うもの



とする。 
   ロ ⽉単位の週休 2⽇を選択した⼯事 

⽉単位の週休２⽇が未達成のものは⽉単位の週休２⽇の補正係数を除した変更を⾏うも
のとする。なお、上記②による変更を⾏っていない場合、⽉単位の週休 2 ⽇が達成したも
のは⽉単位の週休 2 ⽇の補正係数に変更、⽉単位の週休 2 ⽇が未達成のものは完全週休 2
⽇（⼟⽇）の補正係数を除した変更を⾏うものとする。 

（２）週休２⽇交替制⼯事（発注者指定⽅式） 
対象期間内に現場に従事した技術者及び技能労働者の休⽇率に応じて、別表１-２、別表２及
び別表３のとおり、それぞれの経費に補正係数を乗じるものとする。 
① ⼯事発注時（契約前） 
完全週休２⽇交替制を達成した場合の補正係数を各経費に乗じたうえで予定価格を作成する
ものとする。 
② 現場着⼿前 
完全週休２⽇交替制の取組を希望しないものは、⽉単位の週休２⽇交替制の補正係数に変更
することができる。（任意で対応） 
③ 達成状況確認後 

  イ 完全週休 2⽇交替制を選択した⼯事 
完全週休２⽇交替制が未達成のものは、現場閉所の達成状況に応じて、⽉単位の週休 2 ⽇
交替制の補正係数に変更、もしくは完全週休 2 ⽇交替制の補正係数を除した変更を⾏うもの
とする。 

  ロ ⽉単位の週休 2⽇交替制を選択した⼯事 
⽉単位の週休２⽇交替制が未達成のものは⽉単位の週休２⽇交替制の補正係数を除した変
更を⾏うものとする。なお、上記②による変更を⾏っていない場合、⽉単位の週休 2 ⽇交替
制が達成したものは⽉単位の週休 2⽇交替制の補正係数に変更、⽉単位の週休 2⽇交替制が
未達成のものは完全週休 2⽇交替制の補正係数を除した変更を⾏うものとする。 

３ 受注者希望⽅式による積算⽅法は以下の通りとする。 
  週休２⽇の取り組み状況に応じて、別表１-１、別表１-２、別表２及び別表３のとおり、それぞ
れの経費に補正係数を乗じるものとする。 
① ⼯事発注時（契約前） 

    経費の補正は⾏わずに予定価格を作成するものとする。 
② 現場着⼿前 

    経費の補正は⾏わないものとする。 
③ 達成状況確認後 

  イ ⽉単位の週休２⽇を選択した⼯事 
    ⽉単位の週休２⽇を達成したものは、⽉単位の週休２⽇の補正係数を各経費に乗じて変更す

るものとする。 
ロ 通期の週休２⽇を選択した⼯事 
経費の補正は⾏わないものとする。 

ハ ⽉単位の週休２⽇交替制を選択した⼯事 
⽉単位の週休２⽇交替制を達成したものは、⽉単位の週休２⽇交替制の補正係数を各経費に
乗じて変更するものとする。 



ニ 通期の週休２⽇交替制を選択した⼯事 
経費の補正は⾏わないものとする。 

 
（その他） 
第 13条 この要領に定めのないことは、受発注者間の協議により定めるものとする。 
 
附則 
 この要領は、令和６年６⽉１⽇から施⾏するものとし、同⽇以降の「単価適⽤年⽉⽇」を⽤い積算
業務に着⼿する⼯事から適⽤する。ただし、令和６年５⽉ 31⽇以前の単価適⽤年⽉⽇で積算する⼯
事については、環境農林⽔産部４週８休⼯事の労務費等の補正に関する実施要領（令和５年 10⽉ 27
⽇（⼀部改正））による。 
 
附則 
 本要領は、令和７年８⽉１⽇から施⾏するものとし、令和７年８⽉１⽇以後の「単価適⽤年⽉⽇」
を⽤い積算業務に着⼿する⼯事から適⽤する。 
令和７年７⽉ 31⽇以前の「単価適⽤年⽉⽇」で積算する⼯事については、⼤阪府環境農林⽔産部
「週休２⽇⼯事」実施要領（令和６年６⽉１⽇）⼜は環境農林⽔産部週休２⽇⼯事の労務費等補正
等に関する実施要領（⼟地改良⼯事関連）（令和６年９⽉ 5⽇）による。 
 



労務費等の補正係数 
① 「⼟地改良⼯事積算基準（⼟⽊）」の諸経費を適⽤する⼯事＜別表１−１＞ 
② 「土地改良⼯事積算基準（施設機械）の内、施設機械設備据付⼯事・鋼橋製作架設 ⼯事・電気通
信設備製作据付⼯事」の諸経費を適⽤する⼯事＜別表１−１＞ 

   ＜別表１−１＞ 

名称 

補正係数 
現場閉所 交替制 

⽉単位 完全週休２⽇ 
（土⽇） 

⽉単位 完全週休２⽇ 

労務費 1.02 1.02 1.02 1.02 
共通仮設費率 1.04 1.05 − − 
現場管理費率 1.05 1.06 1.02 1.03 

※注意 
 １⼯事製作にかかる労務費や、労務費以外の⼈件費は補償の対象としない。 
 ２労務費や機械経費が区分できない⾒積単価等は補正の対象としない。 
 
 
③「森林整備保全事業設計積算要領」の諸経費を適⽤する⼯事＜別表１−２＞ 
④「⾃然公園事業」において実施する⼯事＜別表１−２＞ 
   ＜別表１−２＞ 

名称 

補正係数 
現場閉所 交替制 

⽉単位 完全週休２⽇ 
（⼟⽇） 

⽉単位 完全週休２⽇ 

労務費 1.02 1.02 1.02 1.02 
共通仮設費率 1.01 1.02 − − 
現場管理費率 1.02 1.03 1.02 1.03 

※注意 
 １⼯事製作にかかる労務費や、労務費以外の⼈件費は補償の対象としない。 
 ２労務費や機械経費が区分できない⾒積単価等は補正の対象としない。 
 

 
  



別表２ 
市場単価⽅式による週休２⽇の取得に要する費⽤の計上に関する補正係数 

名称 区分 補正係数 
現場閉所 交替制 

⽉単位 完全週休２⽇ 
（⼟⽇） 

⽉単位 完全週休２⽇ 

鉄筋⼯ 
（太径鉄筋を含

む） 

 
1.02 1.02 1.02 1.02 

鉄筋⼯（ガス圧
接） 

 
1.01 1.01 1.01 1.01 

防護柵設置⼯ 
（ガードレール） 

設置 1.00 1.00 1.00 1.00 
撤去 1.02 1.02 1.02 1.02 

防護柵設置⼯ 
（横断・転落防⽌

柵） 

設置 1.02 1.02 1.02 1.02 
撤去 1.02 1.02 1.02 1.02 

防護柵設置⼯ 
（落⽯防護柵） 

 
1.01 1.01 1.01 1.01 

防護柵設置⼯ 
（落⽯防⽌網） 

 
1.01 1.01 1.01 1.01 

防護柵設置⼯ 
（ガードパイプ） 

設置 1.00 1.00 1.00 1.00 
撤去 1.02 1.02 1.02 1.02 

道路標識設置⼯ 設置 1.00 1.00 1.00 1.00 
撤去・移設 1.01 1.01 1.01 1.01 

道路付属物設置⼯ 設置 1.01 1.01 1.01 1.01 
撤去 1.02 1.02 1.02 1.02 

法⾯⼯  1.01 1.01 1.01 1.01 
吹付枠⼯  1.01 1.01 1.01 1.01 

軟弱地盤処理⼯  1.01 1.01 1.01 1.01 
鉄筋挿⼊⼯ 
（ロックボルト

⼯） 

 
1.01 1.01 1.01 1.01 

橋梁⽤伸縮継⼿装
置設置⼯ 

 1.01 1.01 1.01 1.01 
橋梁⽤埋設型伸縮
継⼿装置設置⼯ 

 1.02 1.02 1.02 1.02 

橋⾯防⽔⼯  1.01 1.01 1.01 1.01 
 



別表３ 
⼟⽊⼯事標準単価による週休２⽇の取得に要する費⽤の計上に関する補正係数 

名称 区分 補正係数 
現場閉所 交替制 

⽉単位 完全週休２⽇ 
（⼟⽇） 

⽉単位 完全週休２
⽇ 

区画線⼯  1.02 1.02 1.02 1.02 
排⽔構造物⼯  1.02 1.02 1.02 1.02 
コンクリート 
ブロック積⼯ 

 
1.02 1.02 1.02 1.02 

構造物取りこわし
⼯ 

機械 1.01 1.01 1.01 1.01 
⼈⼒ 1.02 1.02 1.02 1.02 

橋梁塗装⼯  1.01 1.01 1.01 1.01 
塗膜除去⼯  1.02 1.02 1.02 1.02 

道路反射鏡設置⼯ 設置 1.00 1.00 1.00 1.00 
撤去 1.02 1.02 1.02 1.02 

侵⾷防⽌⽤植⽣マ
ット⼯（養⽣マッ

ト⼯） 

 
1.02 1.02 1.02 1.02 

 
 



（様式１号） 
 

「週休２⽇⼯事」取組形式確認書 
 
⼤阪府 様 

 
住所 
商号⼜は名称 
代表者             （押印不要） 

 
 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿⼯事において、週休２⽇⼯事（発注者指定⽅式）の実施
にあたり⼤阪府 環境農林⽔産部「週休 2⽇⼯事」実施要領 第５条（１）に基づき、次の通り形式
を選択します。 

 
記 

 

実施形式の選択 

□ 「完全週休２⽇（⼟⽇）」を選択します。 

□ 「⽉単位の週休２⽇」を選択します。 

※選択する形式のチェックボックスに✓を⼊れてください。 

（注）本確認書は、週休２⽇⼯事（発注者指定⽅式）において、落札候補者の提出書類を提出する
時に、必ず提出してください。 
なお、実施形式決定後、形式の変更を⾏うことはできません。 

  



（様式２号） 
 

「週休２⽇交替制⼯事」取組形式確認書 
 
⼤阪府 様 

 
住所 
商号⼜は名称 
代表者          （押印不要） 

 
 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿⼯事において、週休２⽇交替制⼯事（発注者指定⽅式）

の実施にあたり⼤阪府環境農林⽔産部「週休２⽇⼯事」実施要領 第５条（２）に基づき、次の通り
形式を選択します。 
 

記 
 

実施形式の選択 

□ 「完全週休２⽇交替制」を選択します。 

□ 「⽉単位の週休２⽇交替制」を選択します。 

※選択する形式のチェックボックスに✓を⼊れてください。 

（注）本確認書は、週休２⽇交替制⼯事（発注者指定⽅式）の場合において、落札候補者の提出書
類を提出する時に、必ず提出してください。 
なお、実施形式決定後、形式の変更を⾏うことはできません。 

  



（様式３号） 
 

週休２⽇⼯事実施希望確認書 
 
⼤阪府 様 

 
住所 
商号⼜は名称 
代表者             （押印不要） 
 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿⼯事において、週休２⽇⼯事（受注者希望⽅式）の実施
にあたり⼤阪府環境農林⽔産部「週休２⽇⼯事」実施要領 第５条（３）に基づき、下記のとおり提
出しますので、実施にかかる協議をお願いします。 
 

記 
 

実施形式の選択 

□ 「⽉単位の週休２⽇」の取組みを希望します。 

□ 「通期の週休２⽇」の取組みを希望します。 

□ 「⽉単位の週休２⽇交替制」の取組みを希望します。 

□ 「通期の週休２⽇交替制」の取組みを希望します。 

□ 「週休２⽇及び週休２⽇交替制」の取組みを希望しません 

※選択する形式のチェックボックスに✓を⼊れてください。 

（注）本確認書は、週休２⽇⼯事（受注者希望⽅式）において、現場着⼿⽇までに、提出書類様式
−９ 協議書（打合せ簿）に添付して提出してください。 

    本確認書を提出した後、監督職員と協議を⾏い、協議が整った場合に限り選択した取組み
について実施することができるものとします。 
なお、実施形式決定後、形式の変更を⾏うことはできません。 
「⽉単位の週休２⽇」⼜は「⽉単位の週休２⽇交替制」を選択し、取組みの実施が確認でき
た場合は、⾦額の変更を⾏います。 



（様式４号）

現場閉所率算定／達成判定表

イ ■ ★ ▲ ◎ ロ ロ/イ

0 0 0 0 0 0 ***

0 0 0 0 0 0 ***

0 0 0 0 0 0 ***

0 0 0 0 0 0 ***

0 0 0 0 0 0 ***

0 0 0 0 0 0 ***

0 0 0 0 0 0 ***

0 0 0 0 0 0 ***

【凡例】　　□：計画休工（土日）　　☆：土日以外の計画休工（祝日、振替休日、受注者独自の休日）

　　　　　　■：実施休工（土日）　　★：土日以外の実施休工（祝日、振替休日、受注者独自の休日）　　▲：悪天候による休工　　◎：振替休工

　　　　　　─：対象期間外（準備期間、後片付け期間、夏季休暇、年末年始休暇、工場製作のみ実施している期間、工事全体を一時中止している期間、発注者があらかじめ対象外としている期間、受注者の責によらず現場

　　　　　　　　　　　　　　作業を余儀なくされる期間　等）

【完全週休２日（土日）達成判定】

　　　各週において、土日に休工（現場閉所）を実施していれば「○」とする。　なお、土日以外の計画休工を設定し実施した場合は、現場閉所率が28.5%（2日/7日）以上の水準で「○」とする。

　　　また、暦や対象期間外の設定の都合により１週間あたり7日の対象期間が設定できない週においては、実施状況を確認のうえ判定するものとする。

　　　振替休工日数の累計が同一月内で3回以上（月当たりの実施日数が15日以下の場合は同一月内2回以上）使用した時点の週は「×」とする。　また、悪天候による振替休工はできないので注意すること。

【月単位の週休２日　達成判定】

　　　対象期間内の全ての月において、現場閉所率が28.5％（8日／28日）以上の水準で「○」とする。　ただし、暦上の土日の閉所では28.5％に満たない月は、その月の土日の合計日数に閉所を行っていれば「○」とみなす。

【通期の週休２日　達成判定】

　　　対象期間の現場閉所率が 28.5%（8日/28日）以上の水準で「○」とする。

月単位の週休２日

通期の週休２日

2週目

3週目

計画 4週目

実施 5週目

備考

6週目

完
全
週
休
２
日

（

土
日

）
1週目

休
工
日
数
合
計

現
場
閉
所
率

達
成
判
定

（

週
別

）

「週休２日工事」休工計画（実施）表

工 事 名： 

受注者名； 工　　期： 令和　年　月　日(　) ～ 令和　年　月　日(　)

取組形式（現場着手前）： 対象期間： 令和　年　月　日(　) ～ 令和　年　月　日(　)

達
成
判
定

（

形
式
別

）

日
土
日

土
日
以
外

悪
天
候
に
よ
る

休
工

振
替
休
工

曜日

年月

週

項目

対
象
期
間
日
数

休工日数

天候

記
事



（様式５号）

年月日：

【備考】

　　１．毎月５日までに前月分までを累計したものを監督職員に提出すること。

　　２．本報告書を提出する時は、前月分の「週休２日工事」休工計画（実施）表（様式４号）を併せて提出する

　　　　こと。

　　３．行が不足する場合は、行を追加すること。

総合判定 【判定方法】

主任(監理)技
術者

□ □ □ □ □ □

【判定方法】 【判定方法】

各月で「○」となっている場
合は「達成」と判定する。

各月で「○」となっている場
合は「達成」と判定する。

最終月で「○」となっている
場合は「達成」と判定する。

総括監督員 主任監督員 監督員 副監督員 現場代理人

完全週休２⽇（⼟⽇） 月単位の週休２日 通期の週休２日

工 期 令和　年　月　日(　) ～ 令和　年　月　日(　)

対 象 期 間 令和　年　月　日(　) ～ 令和　年　月　日(　)

取組形式（着手前）

「週休２日工事」休工状況報告書

工 事 名

受 注 者 名

取組形式（完成時）

年 月 判定 判定 判定



（様式６号）

【凡例】　　■：休日

　　　　　　─：対象期間外（準備期間、後片付け期間、夏季休暇、年末年始休暇、工場製作のみ実施している期間、工事全体を一時中止している期間、発注者があらかじめ対象外とし

　　　　　　　　　　　　　　ている期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間　等）

　　　　　　　　　※ 下請業者等において、現場に従事しない期間は対象期間外とすること。

【注意】　　対象期間中において、各番号に記載する会社名、氏名については変更しないこと。　また、番号（行）の追加は行わないこと。　（自動集計ができなくなります）

曜日

取組形式（現場着手前）： 対象期間： 令和　年　月　日(　)～令和　年　月　日(　)

年月

「週休２日交替制工事」休日取得実績表

工 事 名： 

受注者名： 工　　期： 令和　年　月　日(　)～令和　年　月　日(　)

週

日

記
事

現場

2

1

番号 会社名 氏名

4

3

6

5

8

7

9

11

10

備考

12



（様式７号）

イ ■ イ ■ イ ■ イ ■ イ ■ イ ■ イ ■

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

【完全週休２日交替制　達成判定】　対象期間内の全ての週において、現場に従事した技術者及び技能労働者の休日率が、28.5％（2日／7日）以上の水準で「○」とする。

　　　　　なお、暦や対象期間外の設定の都合により１週間あたりの対象期間が7日に設定できない週においては、実施状況を確認のうえ判定するものとする。

【月単位の週休２日交替制　達成判定】　対象期間内の全ての月において、現場に従事した技術者及び技能労働者の休日率が、28.5％（8日／28日）以上の水準で「○」とする。

　　　　　なお、暦や対象期間外の設定の都合により１カ月あたりの対象期間が28日に設定できない月においては、実施状況を確認のうえ判定するものとする。

【通期の週休２日交替制　達成判定】　現場に従事した技術者及び技能労働者の休日率が、28.5％（8日／28日）以上の水準で「○」とする。

【注意】　　対象期間中において、各番号に記載する氏名については変更しないこと。　また、番号（行）の追加は行わないこと。　（自動集計ができなくなります）

項
目

対
象
期
間
日
数

休
工
日
数

休
⽇
率

達
成
判
定

取組形式（現場着手前）： 対象期間： 令和　年　月　日(　)～令和　年　月　日(　)

年月

「週休２日交替制工事」休日率算定・達成判定表

工 事 名： 

受注者名： 工　　期： 令和　年　月　日(　)～令和　年　月　日(　)

5週目 6週目
区分

完全週休２日交替制 月単位の
週休２日交替制

通期の
週休２日交替制1週目 2週目 3週目 4週目

達
成
判
定

対
象
期
間
日
数

休
工
日
数

休
⽇
率

休
⽇
率

達
成
判
定

休
工
日
数

休
⽇
率

達
成
判
定

対
象
期
間
日
数

休
工
日
数

休
⽇
率

達
成
判
定

対
象
期
間
日
数

休
工
日
数

休
⽇
率

達
成
判
定

対
象
期
間
日
数

休
工
日
数

休
⽇
率

対
象
期
間
日
数

休
工
日
数

達
成
判
定

対
象
期
間
日
数

達
成
判
定

対
象
期
間
日
数

休
工
日
数

休
⽇
率

氏名 1週目

*** *** *** 0 0 ***

■/イ イ ■ ■/イ

（参考）現場 *** *** *** ***

■/イ ■/イ ■/イ ■/イ ■/イ ■/イ

2 ***

*** *** *** 0 0 ***

通期

1 *** *** *** ***

2週目 3週目 4週目 5週目 6週目 月単位番号

0 ***

4 *** *** ***

*** *** *** *** *** 0

0 0 ***

3 *** ***

*** *** *** *** *** ***

6 ***

*** *** *** 0 0 ***

***

5 *** *** *** ***

*** *** *** *** 0 0

0 ***

8 *** *** ***

*** *** *** *** *** 0

0 0 ***

7 *** ***

*** *** *** *** *** ***

*** *** *** 0 0 ***

***

9 *** *** *** ***

*** *** *** *** 0 0

0 0 ***

11 *** ***

*** *** *** *** *** ***10 ***

***

達成判定（週別）

*** *** *** *** 0 0

0 ***

12 *** *** ***

*** *** *** *** *** 0

達成判定（形式別）



（様式８号）

年月日：

【備考】

 　１．毎月５日までに前月分までを累計したものを監督員に提出すること。

 　２．本報告書を提出する時は、前月分の「週休２日交替制工事」休日取得実績表（様式６号）及び

 　　　「週休２日交替制工事」休日率算定・達成判定表（様式７号）を併せて提出すること。

 　３．行が不足する場合は、行を追加すること。

「週休２日交替制工事」休日取得報告書

工 事 名

受 注 者 名

取組形式（完成時）

完全週休２日交替制 月単位の週休２日交替制 通期の週休２日交替制

工 期 令和　年　月　日(　)～令和　年　月　日(　)

対 象 期 間 令和　年　月　日(　)～令和　年　月　日(　)

取組形式（着手前）

年 月 判定 判定 判定

【判定方法】 【判定方法】

各月で「○」となっている
場合は「達成」と判定す
る。

各月で「○」となっている
場合は「達成」と判定す
る。

最終月で「○」となってい
る場合は「達成」と判定す
る。

総合判定 【判定方法】

□ □ □ □ □ □

総括監督員 主任監督員 監督員 副監督員 現場代理人
主任(監理)
技術者


